
大学教授

小中学校
教職員

地域団体

公民館 PTA

幼・保関係 行政

多様な立場・視点

児童・教職員の学習面
・行動面アンケート

地域・公民館・学校面の
運営面アンケート

卒業生の意識調査

多角的な現状分析
■評価と提言
・「たくましく自立できる人間を
育む」の実現に一定の成果

・こども、学校を取り巻く環境の
変化に合わせた事業の見直し

・継続的な効果検証を行い、
３年を目途に事業の検証

学校の方針を尊重しながら、
事業の見直しによる３年間の延長

教育委員会方針

官民一体型学校評価委員会 評価と提言



８月頃まで ９月以降

令和7年度以降の官民一体型学校の在り方に関する意思決定フロー

各小学校で協議
（学校意向調査）

①
事業実施の要否

○判断の視点
・目指す児童像、
児童の成長など
教育的視点

・課題や環境を
踏まえた他の
教育活動との
バランス

花まる学習会
との協定延長

当初予算
要求

次年度に
向けた準備

②
事業内容の検討
・実施メニュー
・実施回数
・対象学年など

③
地域支援の要否

④
地域支援の
内容の検討

各地域学校
協働本部で
協議

学校と地域の
連携で実施

学校単独で
実施

※コミュニティ
スクールの実現
は別の取組で

実施なし

令和７年度の
取組の形

実施

実施しない

課題や環境に
合わせて

支援
要請

地域支援を
求めない

支援

支援
なし
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